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， .はじめに

本論の目的は，第二次大戦前の日本経済を小国開放経済とみなしたうえで，戦前日本における代

表的な発展モデルのひとつとされる雁行形態論の理論モデルについて研究することにある。

雁行形態論の理論モデルの著名なものとして，ヘクシャー=オリーンの国際貿易論による小島清

氏の一連の研究(小島[1958;第 7章]， K句ima[1960Jなど)がある(以下「小島モデ、ルJと略

称する)。

小島モデ、ルは，農業・軽工業・ 重工業を財とし，資本・労働を生産要素とする 3財 2要素のモデ

ルであり，解析的に解くことができない，経済発展のプロセスについて特化状態を前提して説明す

る，といった性格を持っている。

これに対して本論では，生産要素に天然資源を加え， 3つの財を天然資源集約財，労働集約財・，

資本集約財と定義したうえで， 3財 3要素による一般均衡モデルの構築を試みる。本論のモデルは

解析的に解くことができ，また不完全特化の状態を分析できるため，小島モデ、ルを補完する成果が

得られるであろう。

本論の主たる結論は，次のとおりである。第 1に，雁行的発展の要因として，小島モデ、ルで強調

される「資本蓄積J以外に，次のような要因を挙げることができる。すなわち労働集約産業につい

ては，労働人口の増加，技術進歩，製品の世界価格の上昇を， 資本集約産業については，資本蓄積，

技術進歩，製品の世界価格の上昇を，それぞれあげることができる。

第2に，上に挙げた要因のうち，労働集約産業における技術進歩と製品の世界価格の上昇は，資
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本レンタル料に対して賃金を引き上げる。これは，小島モデ、ルの「強蓄積 (strongaccumulation) J 

に相当する現象である。

第 3に，上に挙げた要因のうち，資本集約産業における技術進歩と製品の世界価格の上昇は，資

本レンタル料に対して賃金を引き下げる。これは，小島モデルの「弱蓄積 (weakaccumulation) J 

に相当する現象である。

以下，本論の構成は次のようである。第 2節では小島モデ、ルを簡単に敷術してその性格について

議論し，本論におけるモデル構築の方針について説明する。第 3節ではモデルの構築を行い，第 4

節ではモデルの比較静学による雁行的経済発展の説明を試みる。第 5節は結論とする。

2. 先行研究

雁行形態論は，戦前の日本における代表的な発展理論である。それは，発展途上国の各産業につ

いて，海外からの輸入に頼る状態から出発し，やがて圏内における生産が増加し，最終的には海外

へ輸出するに至る，あるいは，発展途上国の主たる産業が，農業から軽工業さらには重工業へと変

遷する，といった内容を含むものである。

雁行形態論の近代経済学による理論モデルを試みた代表例が，小島清氏による一連の業績(小島

[1958 ;第 7章J，Kojima [1960J，小島 [2003J) である。小島モデルはヘクシャー=オリーンの

国際貿易論を適用したもので，このモデ、ル化に基づ、いて小島氏は，雁行形態的発展の原動力として

資本蓄積による資本の深化を強調し，さらに第二次大戦前における日本の経済発展過程に対してモ

デルによる説明を試みたのである。

小島モデ、ルにおいて，収穫不変の技術によって生産される農業，軽工業，重工業の 3財が想定さ

れ，生産要素は資本と労働の 2つである。さらに軽工業は農業よりも資本集約的であり，重工業は

軽工業よりも資本集約的であるとされている。

上述のモデルの設定から，資本の深化にしたがって，農業から軽工業，さらには重工業へと主た

る産業の変遺していく様子が描写されるのであるが，同時に次のような性格がモデルに付与される

こととなった。

第 lに，小島モデ、ルの均衡において，市場均衡式は，資本・労働市場の 2本であるのに対して，

未知数は 3つの産業への労働配分比率で、あるから，モデルを解析的に解くことができない。小島氏

は，適当な数値例による解のセットをいくつか用意して，各国が経済発展の段階に応じて解のセッ

トの中から選択する，といった方法で説明している。それゆえ，財の世界価格や各産業における技

術進歩が均衡に与える影響を比較静学によって捉えることが困難になっている。

例えば， 日本の経済発展において，産業の発展に伴って賃金が資本レンタル料に対して相対的に

上昇する強蓄積 (strongaccumulation) と賃金が資本レンタル料に対して相対的に低下する弱蓄積
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小国開放経済における雁行的経済発展の理論モデル

(weak accumulation)が見られ，特に弱蓄積は， 日露戦争前後の近代工業の勃興期や両世界大戦間

期の重工業化期といった，急速な工業化により産業構造の変化する時期に観察される。小島氏の説

明では，強蓄積から弱蓄積への変化は，産業の急速な発展(産業構造の変化)による資本不足に対

応するため，解のセットの選択が変更されたこととされる。

しかしヘクシャーニオリーンの要素価格均等化定理に即して言えば，賃金や資本レンタル料の変

化の背後には，財の世界価格の変化や各産業における技術の変化のあるはずであり，その点にまで

踏み込んだ解明は，比較静学によって始めて可能になるのである。

第2に，小島モデルにおける産業構造の変選の説明は，特化した状態が前提となっている。例え

ば， 小島 [1960; pp.763-766Jによれば， 日本の産業構造の変遷は，農業のみの状態から出発し

(1878年以前).次に軽工業が起こって農業との並存となり (1878年"'1912年).最後に重工業が発

生して 3つの産業が揃う (19日年以降).といった説明となるのである。

しかしながら. 1874年の日本において，繊維と食料品を中心とした工業生産額が全生産額の

33.7%を占めていたことからも分かるように，経済発展の初期においても，農業のみならず繊維産

業などの軽工業も発達している ことはありうる1)。また1890年代の日本において紡績などの軽工業

のみならず，造船，鉄鋼，電力，石油などの重化学工業が発展し，特に造船業は第一次大戦期 (1910

年代)に輸入代替を実現したことからも分かるように，軽工業の近代化と同時に造船や製鉄などの

重工業が勃興することもありうる2)。すなわち 3つの産業が並存している状況を分析することは，

意味のあることであろう。

以上を踏まえ，本論では，天然資源集約産業，労働集約産業，資本集約産業の 3財と天然資源，

労働，資本の 3生産要素による不完全特化のモデルの構築を試みる3)。各産業の生産技術は， 小島

モデルに従い，収穫不変のコブ・ダグラス型とする。

本論においては，戦前の日本を主な分析対象とするため， 小国開放経済を前提する。また，労

働市場に限界原理を仮定するかどうかの問題があるが，こ こでは小島モデ、ルに従い，限界原理を

想定する4)。なお，小島モデ、ルは.1 95 0~ 1 960年代における国際貿易論の水準を反映したものであ

り，その後における国際貿易の一般均衡分析の代表的な著作とされている Dixitand Norman [1980J 

では，双対アプローチが用いられている。本論のモデルは，その設定や方法論に鑑みて. Dixit and 

Normanの定式化と変わるところはないと考えられるが， 小島モデルにできるだけ近づけるため，

双対アプローチは用いず，伝統的な方法をとることにしよう。

3. モデル

3 -1.生産者行動

経済における 3つの産業を天然資源集約産業(産業 1).労働集約産業(産業 2).資本集約産業
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(産業 3)とする。生産者は，天然資源 (T)，労働 (L)，資本 (K) を投入し，コブ・ダグラス型

の技術により産出量 (y) を得る。

再=E/F;α'L/'Kiぺi=l，2， 3 (1) 

添え字の iは各産業を表している。 Eは全要素生産性を表すパラメーターである。べき乗α" β， ， 

liはOとlの聞の実数であり，技術は規模に関して収穫不変と想定される。

αi+ 8i+ Yi= 1， i=l， 2， 3 (2) 

なお，生産要素の国際的な移動はないものとする。

各産業の集約度の相違は，ケンプ [1981;第 l章補論]に従って，次のように表現される。

α/ /8/ >α2 /8b α3/β3 

α//γ/>α2 /γぉ α3/ Y3 

82/α2 >8/ /α/， 83/α3 

。2/γ2 >8/ /γ/，β3/γ3 (3) 

γ3/α3 >γ//α/，γ2/α2 

γ3/83 >γ//βhγ2/82 

第 1財をニュメレールとし，第 l財の世界価格， 第 l財で測った第2財と第 3財の世界価格をそ

れぞれP/(=1)， P2， P3とする。生産要素市場は競争的とし，第 l財で、測った天然資源のレント，

賃金，資本レンタル料をそれぞ、れRr' W， RK とする。小国開放経済の仮定により，各産業にとっ

て価格パラメーターは与件であるから，限界原理から次が成り立つ。

RTTi= ap;Yi 

WLi=メ'1P;Yi (4) 

RKKi= yPiYi， i=l， 2， 3 

各生産要素の賦存量をそれぞれT，L， Kとする。 (4)から導かれる，各産業における生産要素へ

の需要を用いて，要素市場の需給均衡を提示することができる。行列表記を用いて次のように表さ

れる。
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(5) 

次に，要素価格の決定について見ょう。各産業について，費用最小化から費用関数を導出できる。
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小国開放経済における雁行的経済発展の理論モデル

C; =X;R/'WP'R/'yjE;， X;三 αt叫 β';-P， Y; -y， (6) 

競争均衡において超過利潤がゼロとなることに注意すれば， (6)から要素価格の決定式を導出で

きる。ここでは線形に表記するため，対数を用いることにする。

「
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」
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L

(7) 

ただし，小文字 r，w， e， p， Xは，対数を示している。

(7) と集約度の定義 (3) を用いて，要素価格を次のように解くことができる(補論 lを参照さ

れたい)。

日布子2'~3'~2'~3 ) 

W =W(ぞろふろよ) (8) 

RK =吋子243与ろ)

ただし，外生変数の下の符号は，増加関数(+)，減少関数(一)を表している。

(8)の結論は，全くストルパー=サムエルソンの定理の帰結である。例えば，産業 2(労働集約

産業)の生産性ι(あるいは世界価格P2)の上昇した場合，産業 2に超過利潤が発生し，生産要

素が産業 l・産業 3から産業 2へ向かつて移動する。その過程において，産業 2が労働集約的であ

るために，労働の超過需要と天然資源・資本の超過供給が発生する。したがって賃金 Wは上昇し，

レントRTと資本レンタル料RKは低下するのである凡さらに費用関数 (6) の形から，超過利潤の

解消するためには， Wの上昇がE2やP2の上昇を上回る必要のあることも理解されよう(補論 1)。

さて (8)を前提して， (5)の分析に入る。 (5)より各産業の生産を次のよう に解くことができる。

YI=BllRTT+BI2 WL+B/3 RKK 

P2Y2=B2IRTT+B22WL+B23RKK (9) 

P3Y3=B3IRTT十B32WL+BJjRKK

ただしBは定数であり， (5)左辺の 3x 3行列の行列式をAとすれば，クラーメル・ラオの公式

を用いて計算可能である。さらに (5)左辺の 3x 3行列は (7)左辺の転置行列であるから，行列

式Aの符号が正となることに注意すれば， (3)により，各定数の符号も確定できる(補論 lを参照

されたい)。
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BJ/ = (β2Y3-/]3Y2) /L1 > 0 

BI2 = (0:3Y2 的 内) / L1 < 。
BJ3 = (α2/]3α3βi主/L1< 。
B21 = (/]3γ1 -/]1γ主/L1< 。
B22 = (α1 Y 3 α3γ九/L1 > 0 (10) 

B2J = (0:3/]1 - 0:1ん)/ L1 < 。
B31 = (β1 Y2ーんア1) / L1 < 。
BJ2 = (α2 Y 1 - 0: 1 Y 2) / L1 < 。
B3J = (αlβ2 - 0:2/]1) / L1 > 0 

(10) の結論は，全く リプチンスキーの定理の帰結である。例えば.B'2が負.B22が正.B32が負

となることは，労働人口 Lが増加した場合に，労働集約的な財 2の生産が拡大し，その他の産業

の生産の縮小することを示している6)。

なお (9)と(10)を用いて，不完全特化の条件について議論できる(補論 2を参照されたい)。

以下では，不完全特化を仮定することとしよう。

3 -2.消費者行動と貿易収支

代表的消費者の効用関数Uは各産業の消費量のみの関数であり，コブ・ダグラス型と仮定される。

u = C，O， C~2 C~; (11) 

Cは消費，添え字は各産業を表す。べき乗Oについて. 0とlの聞の実数であること，そして次を

仮定する。

& 1-トグ2+&3 - 1 (12) 

この仮定により，べき乗の係数は，財の消費額が所得に占める割合を表すことになる。

予算制約は，次のように与えられる。

Y1+P2Y2+P3ち =CI+P2C2+P3C3 (13) 

消費者は. (13) のもとで(11)を最大化するように消費量を決定する。非農業が主と して産業

2と産業 3に含まれると考えれば， ここではそれらの消費量が問題となる。

C2= グ2(Y1十P2Y2+P3乃)/P2 

C3= グ3 (YI+P2Y2+P3Y3) /P3 (14) 

ρ
n
U
 

1
i
 



小国開放経済における雁行的経済発展の理論モデル

小国開放経済であるから，圏内消費と国内生産の一致する必要はなく，生産と消費のギャップが

そのまま貿易収支となる。貿易収支TBは，次のようになる。

TB2 =Y2-C2= (1ーん)Y2- &2 (Y/+P3Y3) /P2 

TB3 =Y3-C3= (1-&3) Y3-&3 (Y/+P2Y2) /P3 (15) 

4. 雁行的経済発展の要因

前節で定式化したモデルをもとに，ここでは雁行的経済発展の要因について，比較静学を用いて

検討する。ここでは，雁行的発展を 「産業 2または産業 3において，生産の拡大と貿易収支の改善

が同時に達成されることJと解釈したうえで議論することにしよう。

4 -1 .労働集約産業の発展要因

労働集約産業の産出量九 と貿易収支TB2は，(9)および(15)から，次のようになる。

む=B2/ (Rr /P2) T+B22 ( W/P2) L+B23 (RK/P2) K 

TB2= (1-82) 九-82 (Y/+P3Y3) /P2 (16) 

労働集約産業の発展要因として，労働人口の増加，産業2における技術進歩，財の世界価格の上

昇をあげることができる。

労働人口 Lの増加は， (16) の第 l式より乙を増加させると同時に (9) より Y/と九を低下させ

るため， (16)の第 2式より TB2も改善することが分かる。

技術進歩 (E2の上昇)は，(8)および(16)の第 l式，さらに Wの上昇がιの上昇を上回るこ

とに注意すれば，生産量Lを増加させることが分かる。貿易収支TB2については，次のようにして

改善されることが示される。 (9)から，

Y/+P3Y3 = (BJ/+B3/) RrT十 (B/2+Bd WL+ (B/3+B33) RKK (17) 

となる。 (10) より (17) の右辺第 2項の係数は負である。(17) の右辺第l項については，BJ/+B2/ 

+B3J= 1となることに注意すれば，(10)より，

BJ/十B3/=1-B2/>O ( 18) 

となる 7)。右辺第 3項についても，B13+B23+BJj= 1となることから，係数の正になるこ とが示

されるへ結局 (17) と (8)から，E2の上昇が，産業 2以外の産業の実質価値Y/+P3Y3を低下させ

ることになり， したがってTB2の土昇することが分かる。
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財の世界価格P2の上昇についても，技術進歩のときと同様に， (8)， (16)そして(17)から，

生産量の増加と貿易収支の改善を同時にもたらすことが分かる。

労働集約産業における技術進歩と世界価格の上昇は (8)より，実質賃金 Wを上昇させるいっぽ

う，実質レンタル料RKを低下させることに注意すべきである。このことは， これらふたつの要因

により，労働者に有利な発展がもたらされ，小島モデルの強蓄積に相当する現象の引き起こされる

ことを意味している。

4 -2. 資本集約産業の発展要因

資本集約産業の産出量九と貿易収支TB3についても，議論は同様である。 (9)および (15)から，

む=B3/ (RT /P3) T+BJ2 ( w/P3) L+B33 (RK/P3) K 

TB3= (1-83) Y3-83 (Y/+P2Y2) /P3 (19) 

となる。

資本集約産業の発展要因として，資本蓄積，技術進歩，製品の世界価格の上昇をあげることがで

きる。

資本 Kの増加は， (19)の第 l式より九を増加させると同時に (9)より Y/と九を低下させるため，

(19)の第 2式より TB3も改善するこ とが分かる。

技術進歩 (E3の上昇)は，(8)および (19)の第 l式，さらにんの上昇がιの上昇を上回ること(補

論 1)に注意すれば，生産量乙を増加させることが分かる。貿易収支TB3については，次のように

して改善されることが示される。 (9)から，

Y/+P2Y2 = (BJJ+B2/) RTT+ (B/2 +B22) WL+ (B/3十B23) RKK (20) 

となる。(10) より (20) の右辺第 3項の係数は負である。(20) の右辺第 l項については，BJ/+B2/ 

+B3，= 1となることに注意すれば， (10)より，

BJJ-トB2/=1-B3，>0 (21) 

となる九右辺第 2項についても，B12+B21+B32= 1となることから，係数の正になることが示され

る10)。結局 (21)と (8) から，P3の上昇が，産業 3以外の産業の実質価値Y，+九九を低下させる

ことになり，したがってTB3の上昇することが分かる。

財の世界価格P3の上昇についても，技術進歩のときと同様に，(8)， (19)そして (20) から，

生産量の増加と貿易収支の改善を同時にもたらすことが分かる。

資本集約産業における技術進歩と製品の世界価格の上昇は， (8) より実質賃金 Wを低下させる

n
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いっぽう，実質レンタル料んを上昇させることに注意すべきである。このことは，これらふたつ

の要因により，労働者に不利な発展がもたらされ，小島モデルの弱蓄積に相当する現象の引き起こ

されることを意味している。

戦前の日本経済に関する小島氏の説明において，弱蓄積の起こった時代は 2度あり. 1度目は

1903-1913年の軽工業化期.2度目は1930年代の重化学工業化期である 11)。これらの時期はいずれ

も，当時における資本集約産業の代表産業において，急速な技術進歩の発生した時期と見ることが

できょう。

なお. (6)から分かるように，労働集約産業，資本集約産業の何れにおいても，技術進歩は，製

品の単位コストを引き下げることにより，生産と輸出を促進する。この点は，山漂 [1984Jによっ

て強調されている雁行的発展のメカニズムに通ずるものである。ただ，山津日984Jでは規模の経

済による「産業の長期逓減費用Jが強調されており，この点については，収穫不変を前提としてい

る本論の議論と異なっている12)。

5. 結論

本論では，第二次大戦前の日本を小国開放経済と見た上で. 3財 3生産要素による国際貿易のモ

デルを構築し，不完全特化の状態を前提して，雁行的経済発展の要因を比較静学により分析した。

得られた結論は，以下のとおりである。

第 lに，雁行的発展の要因として， 小島モデルで強調される「資本蓄積J以外に，次のような要

因を挙げることができる。すなわち労働集約産業については，労働人口の増加，技術進歩，製品の

世界価格の上昇を，資本集約産業については，資本蓄積，技術進歩，製品の世界価格の上昇を，そ

れぞれあげることができる。

第 2に，上に挙げた要因のうち，労働集約産業の技術進歩と製品の世界価格の上昇は，資本レン

タル料に対して賃金を引き上げる。これは， 小島モデルの強蓄積に相当する現象である。

第 3に，上に挙げた要因のうち，資本集約産業の技術進歩と製品の世界価格の上昇は，資本レン

タル料に対して賃金を引き下げる。とれは，小島モデルの弱蓄積に相当する現象である。

小島モデ、ルとの関連で言えば，本論の貢献は，第 1に，オーソド ックスなヘクシャー=オリ ーン・

モデルの設定のも とで，解析的に扱うことが可能な雁行形態論のモデルを提示したこと， 第 2に，

雁行的発展の要因として小島モデルの強調した「資本蓄積j以外の要因，すなわち労働人口の増加，

技術進歩，そして財の世界価格を理論的に明らかにしたこと，第 3に，技術進歩や財ーの世界価格が

雁行的発展に伴う所得分配の変化(強蓄積と弱蓄積)にどのように影響するかを理論的に明らかに

したことである。

最後に，今後の課題について述べることにしよう。第 lに，本論では不完全特化を前提したので
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あるが， 3つの生産要素の相対的な賦存に応じて，各産業への特化の状況を把握することが可能で

ある。そこで，オリジナルの小島モデルと同様に，天然資源集約産業のみの状態から出発して，労

働・資本の増加に応じて，労働集約産業，資本集約産業が順に勃興する様を描写することも可能で

あろう。ただ， この場合， 3つの産業が出揃う以前に，天然資源集約産業と労働集約産業に特化し

ている状態があり， このとき 3つの生産要素の両産業への資源配分をどのように定式化すべきか，

という問題が生じることになる(補論 2を参照されたい)。

第 2に，山j宰口984Jに示されているように，資本集約産業における規模の経済による単位生産

コストの低下が，雁行的発展の要因として重要であるとするならば，それをどのようにモデル分析

に取り入れるかについても，検討する余地がある13)。

第 3に，雁行的経済発展の理論モデルは，ヘクシヤー=オリーンの貿易理論を前提しているので

あるが，そこでは新古典派的な完全雇用が前提されている。しかしこの点については論争があり，

南 [1970Jに代表される二重構造論的なアプローチも有力である。この場合，例えば天然資源集約

産業に過剰な労働が存在することになり，また産業聞に賃金格差の生ずることもあろう。これらの

状況を理論モデルにどのように取り入れるかについても，検討の余地がある。

補論 1. (8) の導出について

ここでは， (7)の解としての (8)の導出について説明する。 (7) を解く前に， (7)左辺の

3 x 3行列の行列式Aが正であることを示す。

行列の l行目を九倍し，さらに 2行自の η倍を差し引くと，Llを次のように表現することがで

きる。

γ
J
 

2
 

α
 

一

町

内

2
 

γ' 
α
 l

一
九

一一A
 

βlY2 -β2Yl 0 

s2 Y2 

s3 Y3 

(Al) 

(3)より (A1)の要素のうち， 1行 l列は正， 1行 2列は負である。さらに (3)より， 1行 l

列の余因子は正， 1行 2列の余因子は負になる。したがってAの正になることが分かる。

(7)からクラーメル・ラオの公式を用いて，次のように解くことができる。

rr=BII (ej-xj) 十B21(P2+e2-x2) +B3j (P3+e3-x3) 

w=Bj2 (ej-xj) +B22 (P2+e2-x2) +B32 (P3+e3-x3) (A2) 

rK=BJ3 (ej-xj) +B23 (P2+e2-x2) +B33 (P3+e3-x3) 

ただし，Bは定数であり，定義と符号については本文(10) を参照されたい。 (A2) は対数表記で
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あるが， これをもとの表記に戻せば，本文 (8)が得られる。

なお，B22とBjjについては，それぞれ lより大きくなることに注意されたい。例えばB22につい

ては，

(α'Y3-a3Y') -L1= (1ーん) (α， Y 3 α3 y，) 

+α2 (s'Y3 -s3Y') 

+ Y2 (α，s3 α3β，) 

となることから， (3) により確認できる。このことは，賃金Wの上昇が，技術E2や世界価格P2の上

昇を上回ることを示している。

補論 2. 不完全特化の条件について

ここでは，不完全特化の条件について議論する。不完全特化の状態では，すべての産業がプラス

の生産量を実現しているから， Y" ち， Yjがすべて正となる。したがって (9)と (10)から，

Y，>O 仲 RKK/WL< 11， 
Y2>O キキ RKK/WL く 112 (A3) 

Y3>O 特 RKK/WL> /13 

となる。ただし，Aは次のように定義される。

11， - (B，，/B13) (RrT/WL) - (B'2/BI3) 

Aフ = (B2I/B23) (RrT/WL) - (B22/B23) (A4) 

/1
3 

- 一 (B3/B33) (RrT/WL) 一 (B32/B33)

なおRT' W， RKは (8)で与えられており，補論 1から必ず正になることに注意されたい。実際

には，価格RT' W，んは外生変数P， Eやパラメータ-a， β， Iの関数となっており，境界値A

はかなり複雑なものとなる。ここでは不完全特化の条件を見やすくするため，Rp W， RKはそのま

ま残すことにする。

上の条件 (A3) を整頓するに当たって，境界値A" A2' Ajの大小関係が問題となる。まずA，

とA2
は，必ず、A3より大きくなっていなければならないので，そのための条件を求める。例えば

A， >Ajの条件は，次のようにして計算できる。

/1，ーん=(ーんRrT/WL+(2) / L1 BI3B33 (A5) 

であり， (10) より (A5) の分母は負であるから，A，>Ajの条件は，
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RrT/WL>α2/ん (A6)

となる。同様にして，A2> A3の条件は，次のようになる。

RrT/WL<αJ/βJ (A7) 

さて，不完全特化の状態における境界値A" A]> A3の大小関係のパターンは，A， >Az >A3ある

いはAz>A， >A3の2つしかない。そこで次にA，とAzの大小関係を計算する。

AJーん =(んRrT/尻 - a3) /.LJ BJ3B23 (A8) 

である。(10) より (A8) の分母が正となるので，んとA2の大小関係について次が言える。

AJ>A2 特 RrT/WL>α3/ん (A9)

本文 (3)に注意すると， (A6)， (A7)， (A9)から，不完全特化の状態における境界値ん ，A2' 

A3の大小関係を次のようにまとめられる。

AJ> .12> .13特 α/βJ>RrT/WL >α3/β3 

.12> AJ> .13特 α3/β3>RrT/WL >α2/β2 (AIO) 

(A3) と (A10) から，不完全特化の条件を次のようにまとめられる。

① αJ/βJ> RrT/WL >α3/β3かっ.12> RKK/WL > .13 

② α3/β3> RrT/WL >α2/βzかっAJ> RKK/WL > .13 

ところで (A4) と (10) から分かるように，んはRrT/WLの単調増加関数，AzはRrT/WLの

単調減少関数，A3はRrT/WLの単調増加関数である。そこでRrT/WLを横軸，RKK/WLを縦軸

にとって，各産業への特化の状況を図示したものが図 lである。

図 lは次のように作成できる。例えばRrT/WL=的 /82のとき(すなわち経済全体の天然資源

/労働の所得比率が最も低い産業 2の値に一致しているときに (A4) と(10) からんを計算する

と乃/8zとなり，RrT/WL=的 /83のとき(すなわち経済全体の資本/労働の所得比率が最も

高い産業 3の値に一致しているときに Alは九/83となる。従ってんは， 図中のH点と I点を結

ぶ直線となる。 A2' A3も全く 同様に描くことができる。こう して， 3本の直線で区切られた 7つ

の領域が形成される。

図lを見ると，天然資源/労働の所得比率RrT/WLおよび、資本/労働の所得比率RKK/WLの大

きさによって，経済がどの産業に特化するかを読み取ることができる。例えば，産業 1 (天然資源
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集約産業)のみの領域をS1.産業 lと産業 2 (労働集約産業)のみの領域をS12，産業 3 (資本集

約産業)のみの領域をS3というように図に記入しである。総じて，天然資源が豊富な経済は産業

lに，労働の豊富な経済は産業 2に， 資本の豊富な経済は産業 3に特化しやすいことが分かるであ

ろう。

不完全特化は，RTT/WLとRKK/WLが三角形HIJの内部にある場合に実現することになる。こ

れを図中では範囲S123として示している。

図 lは，雁行的発展のモデル化に関して，本文とは別の新たな示唆を与えるものである。通常は，

発展前の経済において天然資源が(相対的に)豊富であり，その後，労働や資本が天然資源に対し

て次第に増加してくるであろう。さらに労働よりも資本の増加速度が速いと考えられる。したがっ

て各要素価格が一定であるという前提の下では，経済は図 lの右下の領域から出発して，左上の領

域へと移行するであろう。

上の議論から，多くの経済の発展コースは領域Slから領域S12，さらに領域S12から領域S123へ

と進むと考えられる。このようにして雁行的発展を描写することも可能であろう。ただし，S12に

経済のある場合に， 3つの生産要素の 2産業への資源配分をどのようにすべきかの問題が生じるこ

とになろう。

図 1 特化・不完全特化の範囲

RKK/Wr: A， 
S3 

Y3/β3 

A3 

下，/s，
Sl 

下2/s2 A2 

α2/β2 日3/ β3 α，/s， RTT/WL 

注

1 )新保日995Jp.9を参照されたい。

2 )新保 [1995Jpp.98-113を参照されたい。

内
〈

u
q
L
 



3 )小島モデ、ルにおける産業分類は，農業，軽工業，重工業であった。これに対して，本論における産業分類

は，天然資源集約産業，労働集約産業，資本集約産業である。分類の仕方だけ見ると，農業が天然資源集

約，軽工業が労働集約，重工業が資本集約， といった対応になるかのように思われるが. 3財 3要素モデ

ルにおいては，話はそう単純ではない。例えば，天然資源集約産業と労働集約産業の場合，天然資源と資

本については，後者の方がより資本集約的であるが，労働と資本については，前者がより資本集約的とな

る。このことから本論では農業，軽工業，重工業という分類は用いていないので，注意されたい。

4) 第二次世界大戦前の日本の場合，ルイス・モデルのように，在来部門に限界生産性が実質賃金よりも低い

過剰就業の存在を想定する分析も有力である。南 [1970Jを参照されたい。

5 )ストルパー=サムエルソンの定理を基にして.(7)の解の安定性について議論することができる。 (7)左辺

の要素価格のベク トルをv.3 x 3行列をρ(7)右辺の行列を Gとおくと，調整過程を次のように表現で

きる。

ψ=G-Oν 

この式は，例えば産業 2で技術革新によりコストが低下し，超過利潤が発生すると，産業 2に集約的に使

用されている生産要素(労働)の要素価格 Wが上昇することなどが表現されている。

-ρの固有方程式は，次のようである。

λ3+(0'1+β2十九)入2+(σ1/3+β'2/3+0'1!.九-0'3ア1-s3 12-0'2s1)λ+Ll=O 

ただしAはρの行列式であり符号は正である(補論 lを参照されたい)。この方程式について.Llの定義，

および本文 (3) から 0'1s2/3> ぴ2β'1/3> 0'2s3アl' 正1:'1メ5'2/3>正1:'3s2/1> 0'3メデl九が成り立つことに注意す

ると，

(0'1十A十九 )(0'1/3+β2/3 +σ1 s2 -0'37'1-s3/2 -0'2s1)-Ll > 0 

となることを示すことができる。したがってルースの定理から，固有方程式の解の実数部分はすべて負と

なり，均衡の安定的なことが示される。

6 )リプチンスキーの定理を基にして.(5) の解の安定性について議論することができる。 (5)左辺の天然資源

集約財で測った生産物のベクトルを y. 3 x 3行列をゑ (5)右辺の行列をFとおくと，調整過程を次のよ

うに表現できる。

y=Fー φy

この式は，例えば労働の供給量が増加し，労働の超過供給が発生すると，それを集約的に使用する産業(産

業 2)の産出量が増加することなどが表現されている。

φは，注 5のーρの転置行列であるから，特性方程式や固有値について，注5と全く同様に議論でき，均

衡の安定性が示される。

7) BJJ+B2J+BJJ= 1となることについては，次のようにして示すことができる。 (5)左辺の 3x 3行列の i行

j列の余因子をAijで表すと.(10)からそれぞれのBを

BJJ=AJJ/ Ll. B2J=A12/ Ll. BJJ=AJJ/ Ll 

と表すことができる。 (2) に注意すると，

BJJ+B2J+BJJ=(どれ+ sJ+IJ)BJJ+(的+メ九十九)B2J+(的+sJ+乃)BJJ 

= O'J AJJ / Ll + 0'， AJ2 / Ll + 0'3 AJJ / Ll 

+β'J AJJ/ Ll+ s，AJ2/ Ll+ sJAJJ/ Ll 

+IJAJJ/ Ll+ア'ZA12/Ll+ IJAJJ/ Ll 

となる。上式はさらに，行列式の余因子展開に注意すると，
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B，，+ B2'+ B3，= L1/ LI 

+( s， A，，+ s2 A'2+ s3 A/3)/ LI 

+(/A，，+ '2A'2+ '3A日)/L1

となる。上式の第 2行自と第 3行自の括弧内は，それぞれ (5)左辺の 3x 3行列の第 l行と第 2行，第 l

行と第3行が一致している行列の行列式であるから，ゼロとなり，B，，+B2'十B3/= 1が示される。

8)注?と同様に， (5)左辺の 3x 3行列の余因子Aijを用いて，

B/3=A3'/ L1， B23=A32/ L1， B33=A33/ LI 

と表される。 (2) に注意すると，

B/3+ B23+ B33=(α，+ s，+ 1，)B/3+(α2+ s2+ 12) B23十(α;+s3+ 13)B;3 

=叫ん/L1+α'2A32/L1+α3 A;;/ LI 

+ s， A3'/ LI + s2 A32/ LI + s3 A;;/ LI 

+ 1， A3'/ L1+ '2 A32/ LI + '3 AJJ/ LI 

となり，さらに行列式の余因子展開を用いて，

B/3+B23十B33=(α1A3I+α2A32+α3A3;)/ LI 

十(s，A3，+s2A32+ s3A33)/ LI 

+L1/ LI 

となる。上式の第 l行目と第 2行自の括弧内は，それぞれ (5)左辺の 3x 3行列の第 l行と第 3行，第 2

行と第 3行が一致している行列の行列式であるから，ゼロとなる。

9 )注 7を参照されたい。

10) (5)左辺の 3x 3行列の余悶子Aijを用いて，

B'2=A2'/ L1， B22=A22/ L1， B3，=A23/ LI 

と表される。後は，注 7，注 8と同様の方法でB'2+B2'+ B32= 1を示すことができる。

11)例えば小島 [2003Jp.84を参照されたい。

12) 山様日984Jpp.102-103を参照されたい。

13) 中間財産業に収穫逓増を取り入れて複数均衡のモデルを構築し，貿易パターンを論じた例として， Ishikawa 

口992Jが参考になろう。
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